　 
    ○年○月○日
■■　■■　様
(法31条の2第3項)
○年○月○日付けで就業条件を明示しました。当労働者派遣に係る労働条件は以下の通りとなります。                  
(事業所名）山梨労働局株式会社（許可番号）派19-300000
	 協定対象派遣労働者であるか否か
□ 協定対象派遣労働者である　（当該協定の有効期間の終了日：　　年　月　日）

□ 協定対象派遣労働者ではない

	賃金（退職手当及び臨時に支払われる賃金を除く。）の決定、計算及び支払いの方法、賃金の締切り及び支払いの時期に関する事項
１　基本賃金　□月給（　　　　　　円）　□日給（　　　　　円）　□時間給（　　　　　　　円）
　□出来高給（　　　　円）　□その他（　　　　円）　
　　　　　　　就業規則に規定されている賃金等級等（　　　　級）
２　諸手当の額又は計算方法
　　　　　　　○○○手当（　　　　　円）/　計算方法：○○○○○○○○○）
　　　　　　　○○○手当（　　　　　円）/　計算方法：○○○○○○○○○）
３　所定時間外、休日又は深夜労働に対して支払われる割増賃金率
　　　　　　　所定時間外、法定超　月６０時間以内（　　　）％、月６０時間超え（　　　　）％　　
　　　　　　　所定超　（　　　　　）％、休日　法定休日（　　　）％、法定外休日（　　　）％
深夜（　　　）％
４　賃金締め切り日    基本給：毎月　　日　/　手当　：毎月　　日
５　賃金支払日        基本給：毎月　　日　/　手当　：毎月　　日
６　賃金の支払い方法
（　　　　　　　　　　　）

	昇給・賞与・退職手当の有無







昇　　給  （□有　（時期、金額等　　　　　　　　　　　　）　，　□無　）



賞　　与  （□有　（時期、金額等　　　　　　　　　　　　）　，　□無  ）



退職手当  （□有　（時期、金額等　　　　　　　　　　　　）　，　□無　）



	休暇に関する事項








１　年次有給休暇　６か月継続勤務した場合→　　日 






継続勤務６か月以内の年次有給休暇（□有・□無）→　ヶ月経過で　日



時間単位年休（□有・□無）







２　代替休暇（□有・□無）








３　その他休暇
有給（○○休暇、○○休暇　　　　　　　　　　）






無休（○○休暇、○○休暇　　　　　　　　　　）



○詳細は、就業規則第　　条～第　　条、第　　条～第　　条







＊上記以外の労働条件については、「労働条件通知書」の通りとなります。
待遇決定についての説明
	不合理　不合理な待遇差解消のための措置について
派遣先で通常の労働者に実施する○○訓練は派遣労働者も同様に行います。
福利厚生施設(休憩室、給食施設、更衣室)は派遣先の通常の労働者と同様に利用可能です。




労働者派遣しようとするときの明示および説明
(労働者派遣法第31条の2第3項)
≪ 意義≫
法第30条の３（均等・均衡待遇の確保）が適用される場合、一つの労働契約を継続している場合でも、派遣先が変わるごとに待遇の内容が変わることがあり得る。
一方、労働者派遣をしようとするときには、労働基準法第15条第１項に基づく労働条件の明示は義務付けられていない。このため、均等・均衡待遇の確保により大きく変更されることがあり得る労働条件に関する事項について、労働者派遣の都度明示する義務を課したものである。また、待遇の内容に加えて、派遣元事業主が講ずる措置も大きく変更されることがあり得ることから、労働条件に関する事項とあわせて説明することを義務付けたものである。

≪明示すべき労働条件≫
労働基準法第15 条第１項に規定する厚生労働省令で定める事項及び雇い入れようとするときに明示しなければならない事項から厚生労働省令で定める事項を除いたもの。(具体的には、次の①～⑥に掲げる事項)

協定対象派遣労働者以外の派遣労働者：①～⑥に掲げる事項／協定対象派遣労働者：⑥のみ
1 賃金（※）の決定等に関する事項、　② 休暇に関する事項、③ 昇給の有無、④ 退職手当の有無

⑤ 賞与の有無、⑥ 協定対象派遣労働者であるか否か（協定対象派遣労働者である場合には、当該協定の有効期間の終期）

≪明示の方法≫
文書の交付、FAX又は電子メール等（FAX又は電子メール等による場合は、当該派遣労働者が希望した場合に限る。）の送信の方法
≪ 説明すべき措置の内容≫
①派遣先の通常の労働者との均等・均衡待遇の確保に関し、講ずることとしている措置の内容
（労使協定対象労働者については、法40条第2項の教育訓練、法第40条第3項の福利厚生施設のみ）

具体的には、　・派遣先の通常の労働者との間で不合理な待遇差を設けない旨

・派遣先の通常の労働者との間で差別的な取り扱いをしない旨
②(均等・均衡方式のうち均衡待遇の対象となる派遣労働者のみ)賃金の決定に際して、職務の内容等勘案した内容均衡待遇の対象となる派遣労働者の賃金について、職務の内容、職務の成果、意欲、能力又は経験その他の就業の実態のうちどの要素を勘案したのか、またその要素をどのように勘案しているのかについて具体的に説明する必要があります。
≪ 説明の方法≫
　書面の活用その他の適切な方法により説明をする必要があります。

※派遣労働者が、派遣元事業主が講ずる措置の内容を理解できるよう、書面を活用し、口頭により行うことが基本です。

当該書面としては、就業規則、賃金規程、派遣先に雇用される通常の労働者の待遇のみを記載した書面がこれに

あたります。また説明に活用した書面を交付することが望ましいです。

＜労働者派遣をしようとするときの明示・説明の例＞





参考例９（要領第６の１０(３)）








*協定対象労働者の場合は、


「協定対象労働者である旨」及び「協定の有効期間の終期」


のみ明示が必要





*協定対象労働者の場合の例





＊均等・均衡待遇の方式により待遇決定される場合に、派遣先が変わるごとに待遇が変わることがあり得る。大きく待遇が変更される可能性がある待遇について、労働者派遣をする際に明示を義務づけたもの。


労使協定対象労働者については、「協定対象労働者である旨」及び「協定の有効期間の終期」を就業条件明示書内に明示した上で、不合理な待遇差解消のための措置の説明を行うことでも差し支えありません。








＊待遇等を書面の交付等により明示するとともに、不合理な待遇差を解消するために講ずる措置の内容を説明する必要があります。


派遣労働者が協定対象労働者であるか、派遣先均等・均衡方式により決定されるかによって説明する内容は異なります。
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派遣元事業主は、労働者派遣（労使協定に係るものを除く。）をしようとするときは、あらかじめ、当該労働者派遣に係る派遣労働者に対し、文書の交付等により、労働条件に関する事項を明示するとともに、法第30条の３（均等・均衡待遇の確保）、第30条の４第１項（一定の要件を満たす労使協定に基づく待遇の確保）、第30条の５（職務の内容等を勘案した賃金の決定）の規定により措置を講ずべきこととされている事項に関し講ずることとしている措置の内容を説明しなければない。


らない
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